
参考資料２ 
 

地域医療構想に関する医療法の規定（抜粋） 
 
第３０条の４ 
２ 医療計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 
七 地域における病床の機能の分化及び連携を推進するための基準として厚生労働省令

で定める基準に従い定める区域（以下「構想区域」という。）における次に掲げる事項

を含む将来の医療提供体制に関する構想（以下「地域医療構想」という。）に関する事

項 
イ 構想区域における厚生労働省令で定めるところにより算定された第３０条の１３

第１項に規定する病床の機能区分ごとの将来の病床数の必要量（以下単に「将来の

病床数の必要量」という。） 
ロ イに掲げるもののほか、構想区域における病床の機能の分化及び連携の推進のた

めに必要なものとして厚生労働省令で定める事項 
八 地域医療構想の達成に向けた病床の機能の分化及び連携の推進に関する事項 

５ 都道府県は、地域医療構想に関する事項を定めるに当たつては、第３０条の１３第１

項の規定による報告の内容並びに人口構造の変化の見通しその他の医療の需要の動向並

びに医療従事者及び医療提供施設の配置の状況の見通しその他の事情を勘案しなければ

ならない。 
１４ 都道府県は、医療計画を定め、又は第３０条の６の規定により医療計画を変更しよ

うとするときは、あらかじめ、都道府県医療審議会、市町村（救急業務を処理する地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８４条第１項の一部事務組合及び広域連合を含

む。）及び高齢者の医療の確保に関する法律（昭和五十七年法律第八十号）第１５７条の

２第１項の保険者協議会の意見を聴かなければならない。 
 
第３０条の１４ 都道府県は、構想区域その他の当該都道府県の知事が適当と認める区域

（第３０条の１６第１項において「構想区域等」という。）ごとに、診療に関する学識経

験者の団体その他の医療関係者、医療保険者その他の関係者（以下この条において「関

係者」という。）との協議の場（第３０条の２３第１項を除き、以下「協議の場」という。）

を設け、関係者との連携を図りつつ、医療計画において定める将来の病床数の必要量を

達成するための方策その他の地域医療構想の達成を推進するために必要な事項について

協議を行うものとする。 
２ 関係者は、前項の規定に基づき都道府県が行う協議に参加するよう都道府県から求め

があつた場合には、これに協力するよう努めるとともに、当該協議の場において関係者

間の協議が調つた事項については、その実施に協力するよう努めなければならない。 


